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② 平成15年４月21日のY3 の暴行により，X1 は，左耳介皮下出血の傷
害を負い，X1 は，翌22日から同年５月29日までの間，Ｌ病院，Ｍ耳鼻咽
喉科医院，国立療養所Ｂ病院（現Ｎ医療センター）にて通院治療した。















① X1 は，Y3 から平成14年８月19日に思い切り蹴られた。
② X1 は，Y3 の平成15年３月16日の暴行により，全治不詳の左眼下皮
下出血の傷害を被った。
③ X1 は，Y3 の平成15年４月21日の暴行により，左耳介皮下血腫の傷
害を被った。
④ X1 は，Y3 から，平成15年５月８日ころ，顔面骨折する程，激しい
暴行を受け，顔面打撲，前額部打撲の損傷を受けた。
(桃山法学 第13号 ’09)6


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を X1 になさなかったという債務不履行にほかならない。それにより X1
は発達を保障されるどころか阻害されたのであり，X1 の状況は増悪した。



































































































































































































































































































においてはそれが解明できなかった。Y1 は，Y2 および Y3 の指導監査を
行なったのであり，本来は Y2 および Y3 の諸問題を指摘し，追及すべき
立場にあった。そのY1 が肝心の証拠を出さなければ，Y2 および Y3 の問
題も闇に葬られかねない。第三者機関が指導監査したとしても，同じ問題
が生じる。社会福祉法には社会福祉事業者の行為をチェックするシステム
が規定上あるけれども，そのチェック機関が違法行為や不正行為を見抜け
なかった場合にどう責任をとるか，どう対処できるかといった視点からの
具体的規定はない。立法論としても検討すべき課題ではないかと考える。
（2009年１月20日）
[注]
(１) 額田洋一「福祉契約論序説」『自由と正義』2001年７月号15～16頁参
照。
(２) 昨今議論されている準市場論については，ここでは取り上げない。詳
しくは横山寿一『社会保障の市場化･営利化』(新日本出版社，2003年)，
(桃山法学 第13号 ’09)38
同「福祉の市場化とは何か」(『賃金と社会保障』(以下『賃社』) 1361･
62合併号，2004年)，岡崎裕司「福祉の『市場化』＝準市場という規定
から見えてきたこと」(『賃社』1357号，2003年)および佐藤卓利「福祉
サービス『準 (疑似) 市場論』の覚え書き」(『賃社』1361・62合併号)
等参照。
(３) 額田前掲論文18～19頁参照。
(４) 会福祉サービスに関わる全般的な法的問題点については，瀧澤仁唱
「福祉サービスの基準と質の保障」『講座 社会保障法 第三巻』(法律
文化社，2001年）77頁以下参照。
(５) 例えば，瀧澤仁唱「転換期の障害者福祉制度 利用契約制度の問題
点と改善の視点」障害者生活支援システム研究会編『障害者福祉改革へ
の提言』(かもがわ出版，2002年）26頁以下，濱畑芳和「成年後見・権
利擁護制度」障害者生活支援システム研究会編『障害者自立支援法活用
の手引き』(かもがわ出版，2006年）89頁以下，岩村正彦「社会福祉サ
ービス利用契約をめぐる法制度と課題」岩村正彦編『福祉サービス契約
の法的研究』(信山社，2007年）６頁以下各参照。
(６) 2001年５月14日に厚生労働省と「障害者の生活と権利を守る全国連絡
協議会 (障全協)」及び NPO法人大阪障害者センターとが懇談した際
に, 知的障害者については厚生労働省障害保健福祉部企画課支援費制度
施行準備室企画調整係長の菊池芳久氏は任意契約で行う旨回答した。し
かし「第三者のためにする契約」(民法第537条) では，意思能力のない
者に契約が成立しないことがあるので，細かい点はまだ決まっていない
との回答をよせた。
(７) 判時1957号60頁,『賃社』1445号77頁。
(８) 2001年６月３日の日本障害者協議会政策会議「これからの障害者政策
の動向」における，厚生労働省障害保健福祉部企画課長の仁木壮発言よ
り。
(９) 判時1729号52頁。
知的障害者更生施設における虐待事例 39
